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　市では、今年の４月から「つるがふるさとサポーター」を募集しています。
これは、ふるさと敦賀に深い愛着を持ち、敦賀を応援してくれる方をサポーター
として認定し、「つるサポ」として敦賀の魅力をＰＲしてもらい、全国に敦賀
が誇る歴史や伝統、豊かな観光資源を発信していくプロジェクトです。

　 敦賀の魅力をＰＲするなど本市のまちづくりを応援してくれる方です。
　年齢、性別、出身地は問いません。敦賀を応援しようという方ならどなたでもなれます。

● つるがふるさとサポーターとは？

　市ホームページにある登録申込書をダウ
ンロードし、必要事項を記入の上、郵送、
FAX、E-mail で申込みいただくかお電話に
てお問い合わせください。

友人や知人にミニマガジンやパンフレット等を配布し、敦賀の魅力をＰＲします。
敦賀市のアンケート、モニター事業に協力したり、政策提言を行います。
敦賀市のイベントや出向宣伝に参加・協力します。
敦賀の特産品等の宣伝をします。

●つるがふるさとサポーターの役割は？

●ふるさとサポーターになるには？

サポーターになるとこんな特典があります！

世界に１つあなただけの、つるがふるさとサポーターの認定証を毎年交付します！1
敦賀きらめき温泉 リラ・ポートを市民料金（年４回）で利用できます！
（市外の方対象）

2

敦賀の魅力がいっぱいつまった「ふるさとミニマガジン」を年２回お送りします！3
政策提言等を行っていただくと、敦賀の特産品等が抽選で当たります！4

　サポーター事業の他にもふるさと納税を利用して敦
賀を応援いただくこともできます。
　さらに、ふるさと納税制度による寄附をしていただ
いたサポーターの方は、敦賀きらめき温泉リラ・ポー
トを市民料金で年間何度でも利用いただけます！

■ふるさと納税 （市外の方対象）

問合せ・申込先　政策推進課　☎22－8111
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ぜひ、市外に
お住まいの家族
や友人に呼びか
けてください！

ふるさと

敦賀の魅力
伝えます！

こんな敦賀に
なってほしい！

ミニマガジンを伝えたい人
に配ってください！

政策提言やアンケートで
市政に関われる！

ふるさと



2014 　　　　　 　12月号広報敦賀9

　本市の高齢化率は、平成 26年９月末現在 25.1％で、４人に１人以上が高齢者という状況を迎えています。
高齢化の進行とともに、介護が必要な要介護認定者の方も今後ますます増加する見込みです。
　医療機関や施設等の利用には限りがあるため、医療や介護が必要な状態となり、長期的な入院や入所を希
望しても、自宅で医療や介護サービスを受けながら生活しなければならないこともあります。
　自分や大切な家族が身の回りのことができない状態になり、医療や介護サービスが必要になった時のこと
を、一度考えてみませんか。

医療や介護が必要な方が、住み慣れた地域で
安心した生活が送れるために…

　この協議会では、介護や支援が必要になっても医療や介護サービス
を利用し、住み慣れた自宅で、生活を継続できることを目指しています。
　今年８月に設立し、敦賀市医師会川

かわかみ

上 究
きわむ

会長をはじめとする 17人
の委員で、本市の現状と課題を探り、在宅ケア体制整備に向けた支援
体制を充実させるための検討を行っています。来年には、市民の方を
対象とした『在宅ケア推進フォーラム』の開催を計画しています。ぜ
ひご参加ください。

「在宅医療・介護連携
コーディネーター」を
地域包括支援セ
ンター「長寿」
に配置

　『在宅医療・介護連携コ―ディネーター』は、市民の在宅医療・在宅
介護に関する相談に応じるとともに、関係職種（機関）の連携強化に
取り組みます。
　在宅での医療や介護に関する問い合わせやご相談は、お気軽に下記
までお電話ください。

Ｑ介護が必要になった場合、どこで
介護を受けながら日常生活を送り
たいですか？

自宅
（40.5％）

病院等の医療機関
（15.1％）

有料老人ホーム
（5.6％）

その他
（1.2％）

わからない
（10.9％）

サービス付高齢者
向け住宅（9.1％）

特別養護老人ホーム
等の介護保険施設
（17.6％）

在宅医療在宅介護連携
推進協議会を設立し、
協議を始めています。

希望を実現に近づけるための取り組みを始めています。

在宅医療在宅介護に関する
アンケート調査を実施

　今年６月に、一般市民を対象に、在宅医療在宅介護
に関するアンケート調査を行いました。
　その結果、40.5％の方が自宅での生活を希望され
ていました。一方で、自宅での介護等を希望しても、
家族への介護負担や急変時の不安、経済的な問題等に
より、実現は難しいと考える方が多いことも分かりま
した。

「在宅医療在宅介護の連携推進に関するアンケート調査」
●期間：平成 26年６月 24日～７月 11日
●調査対象：40～ 80歳未満の市民 1,000 人
　　　　　　（要介護１～５の認定者を除く）
●回答数：513　●回答率：51.3％

問合せ先　地域包括支援センター「長寿」　☎ 22－ 8181

みんなで考えよう！在宅医療在宅介護


